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土壌汚染問題の特徴

移動しにくく、土壌中の有害物
質が拡散・希釈されにくい。

汚染されていることに気づき
にくい。

いったん汚染されると、長期にわたり汚染状態が存続する「蓄
積性の汚染」（ストック型）。水質汚濁や大気汚染は、排出源
対策によって改善するが、土壌汚染は浄化しない限り汚染源
がなくならない。

汚染の範囲は水質汚濁や大気汚染よりも局所的。ある地点
での調査によって当該地区の汚染を代表した結果が得られに
くい。

汚染が判明した時点と、汚染の原因行為が行われた時点が
一致せず、汚染の原因者の特定が難しい場合がある。

調査しないと汚染が判明しない。

他の土と混ぜられても外観上分からない。

（出典）「土壌環境保全対策の制度の在り方について（中間とりまとめ）」環境省・（財）日本環境協会「土壌汚染によ
る環境リスクを理解するために」

○水や大気が「公共財」であり、 特定の者に所有されないことに対し、土壌
は土地と一体であり、私有され、取引される。
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①汚染土壌の摂食（飛散による土壌粒子の摂食を含む） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・直接摂取リスク⇒

②汚染土壌と接触することによる皮膚からの吸収 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・直接摂取リスク⇒

③汚染土壌から溶出した有害物質により汚染された地下水等の飲用等 ・・・地下水等経由の摂取リスク⇒

④汚染土壌から大気へと揮散した有害物質の吸入

⑤有害物質を含む土壌粒子の公共用水域への流出→魚介類への蓄積→人の摂食

⑥土壌汚染地で成育した農作物、家畜への有害物質の蓄積→人の摂食 ・・・・農作物等経由の摂取リスク

土壌汚染による健康リスクの発生経路

土
壌
汚
染
対
策
法

（出典）平成29年度 改正土壌汚染対策法説明会資料（環境省 水･大気環境局 土壌環境課）より
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土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防止に関する措置を定めること等により、土壌汚染対策の実
施を図り、もって国民の健康を保護する。

目 的

区域の指定等

・①②の区域内の土壌の搬出の規制（事前届出、計画の変更命令、運搬基準に違反した場合の措置命令）
・汚染土壌に係る管理票の交付及び保存の義務 ・汚染土壌の処理業の許可制度 処理基準の順守 違反への改善命令

汚染土壌の搬出等に関する規制

・有害物質使用特定施設の使用の廃止時（第３条）（操業を続ける場合、調査を猶予）
・一定規模（3,000㎡）以上の土地の形質の変更の届出の際に、

土壌汚染のおそれがあると都道府県知事が認めるとき（第４条）
・土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事が認めるとき（第５条）

自主調査において土壌汚染
が判明した場合において土地
所有者等が都道府県知事に
区域の指定を申請（第１４条）

調 査

土地所有者等（所有者、管理者又は占有者）が指定調査機関に調査を行わせ、その結果を都道府県知事に報告

汚染の摂取経路があり、健康被害が生ずるおそれが
あるため、汚染の除去等の措置が必要な区域
→汚染の除去等の措置を都道府県知事が指示

（第７条）
→土地の形質の変更の原則禁止

（第９条）

汚染の摂取経路がなく、健康被害が生ずるおそれ
がないため、汚染の除去等の措置が不要な区域
（摂取経路の遮断が行われた区域を含む。）

→土地の形質の変更時に都道府県知事
に計画の届出が必要（第１２条）

①要措置区域（第６条）

摂取経路の遮
断が行われた
場合

汚染の除去が行われた場合には、指定を解除

【 土 壌 の 汚 染 状 態 が 指 定 基 準 に 適 合 し な い 場 合 】

②形質変更時要届出区域（第１１条）

その他

・指定調査機関の信頼性の向上（指定の更新、技術管理者の設置等）

（出典）平成29年度 改正
土壌汚染対策法説明会資
料（環境省 水･大気環境
局 土壌環境課）より



１．土壌汚染対策法の概要（4/6）

7

第一種特定有害物質
（揮発性有機化合物）

12項目
・クロロエチレン※

・四塩化炭素
・1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ
・1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ
・ｼｽｰ1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ※※

・1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ
・ジクロロメタン
・テトラクロロエチレン
・トリクロロエチレン
・1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ
・1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ
・ベンゼン

第三種特定有害物質
（農薬・PCB等）

5項目
・シマジン
・チオベンカルブ
・チウラム
・PCB
・有機りん化合物

第二種特定有害物質
（重金属等）

9項目
・ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物
・六価クロム化合物
・シアン化合物
・水銀及びその化合物
・セレン及びその化合物
・鉛及びその化合物
・砒素及びその化合物
・ふっ素及びその化合物
・ほう素及びその化合物

法で規定する特定有害物質の種類

※H29年4月より追加

※※H31年4月よりﾄﾗﾝｽ体と合算値と

なり、1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝになる

地下水等摂取リスクを考慮した26項目（土壌溶出量基準 mg/L）
直接摂取リスクを考慮した9項目（土壌含有量基準 mg/kg）

（出典）平成29年度 改正土壌汚染対策法説明会資料（環境省 水･大気環境局 土壌環境課）に一部追記
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汚染状態に関する基準及び地下水基準

（出典）土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第２版）p.10より（表を一部変更）

特定有害物質の種類 土壌溶出量基準(mg/L) 土壌含有量基準(mg/kg) 地下水基準(mg/L)
クロロエチレン 0.002以下 － 0.002以下
四塩化炭素 0.002以下 － 0.002以下
１,２-ジクロロエタン 0.004以下 － 0.004以下
１,１-ジクロロエチレン 0.02以下 － 0.02以下
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04以下 － 0.04以下
１,３-ジクロロプロペン 0.002以下 － 0.002以下
ジクロロメタン 0.02以下 － 0.02以下
テトラクロロエチレン 0.01以下 － 0.01以下
１,１,１-トリクロロエタン 1以下 － 1以下
１,１,２-トリクロロエタン 0.006以下 － 0.006以下
トリクロロエチレン 0.03以下 － 0.03以下
ベンゼン 0.01以下 － 0.01以下
カドミウム及びその化合物 0.01以下 150以下 0.01以下
六価クロム化合物 0.05以下 250以下 0.05以下
シアン化合物 検出されないこと 50以下 （遊離シアンとして） 検出されないこと

水銀及びその化合物 水銀が0.0005以下、かつ、アルキル水銀が
検出されないこと 15以下 水銀が0.0005以下、かつ、アルキル水銀が

検出されないこと
セレン及びその化合物 0.01以下 150以下 0.01以下
鉛及びその化合物 0.01以下 150以下 0.01以下
砒素及びその化合物 0.01以下 150以下 0.01以下
ふっ素及びその化合物 0.8以下 4,000以下 0.8以下
ほう素及びその化合物 1以下 4,000以下 1以下
シマジン 0.003以下 － 0.003以下
チオベンカルブ 0.02以下 － 0.02以下
チウラム 0.006以下 － 0.006以下
ポリ塩化ビフェニル 検出されないこと － 検出されないこと
有機りん化合物 検出されないこと － 検出されないこと

第
三
種

第
一
種

第
二
種
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＊ 上表において、基準が改定されたものについては、改定前と改定後の変化（→）とその施行の時期について記載している。
※ 土壌ガス調査による検出が困難であるため、当面は土壌汚染対策法の特定有害物質には指定せず、調査技術の開発を推進中。

 「 土 壌 の 汚 染 に 係 る 環 境 基 準 及 び 土 壌 汚 染 対 策 法 に 基 づ く 特 定 有 害 物 質 の 見 直 し 等 に つ い て 」
（諮問第362号）を受け、以下の表に示す物質について、土壌環境基準並びに土壌汚染対策法に定める特定有
害物質及び土壌溶出量基準等の見直しに係る検討を進めている。

 1,1-ジクロロエチレンは、平成26年に土壌環境基準及び土壌溶出量基準等の見直しを行った。また、クロロエチレンは
土壌環境基準及び土壌溶出量基準等の追加、1,4-ジオキサン※は土壌環境基準の追加をそれぞれ平成28年に行
い、平成29年4月1日に施行された。

 1,2-ジクロロエチレンについては、H31年4月1日より改正。
 カドミウム及びその化合物、トリクロロエチレンについては、 今後、見直し予定。

施
行
済

検
討
中

施
行
予
定

（出典）中央環境審議会土壌農薬部会（第35回） 参考資料９より
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【改正前】
• 有害物質使用特定施設の使用の廃止時(法第３条第１項)
• 一定規模(3,000㎡)以上の土地の形質変更の届出の際に、土壌汚染
のおそれがあると都道府県知事が認めるとき(法第４条第１項)

• 土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事が認め
るとき(法第５条)

• 自主調査において土壌汚染が判明した場合、土地所有者等が都道府
県知事に区域の指定を申請
(法第14条) 

【改正後は上記加え】
• 調査の一時的免除中の土地および有害物質使用特定施設設置の事
業場において一定規模(900㎡)以上の土地の形質変更の届出の際に、
土壌汚染のおそれがあると都道府県知事が認めるとき(法第3条第8項
法第４条第3項)

つまり調査契機が増えることにより、調査の重要性も増す。
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【指定調査機関】
• 指定の更新制度の導入（５年ごとにその更新を受けなければ指定は失効）
• 技術管理者の設置、技術管理者による監督義務
（技術管理者は環境大臣が行う試験に合格した者）

• 指定調査機関の指定の基準の厳格化（技術管理者の適正配置）
• 業務規程内容の充実及び帳簿の備付け義務

土壌汚染状況調査等を行う者として、一定の技術的能力を有する者を環境大臣又は都道
府県知事が指定。
法に基づく土壌汚染状況調査等は、指定調査機関のみが行うこととしている。

（出典）平成29年度 改正土壌汚染対策法説明会資料（環境省 水･大気環境局 土壌環境課）より
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法第14条申請(自主申請)

法第５条調査(調査命令)

法第４条調査(形質変更時

届出)

法第３条調査(施設廃止時)

法改正

• 21年改正（平成22年度施行）以降、年間の調査結果報告件数が増加。
平成28年度：831件、累計：6,480件
（21年改正により、形質変更届出と自主調査申請が追加されたため）

• 有害物質使用特定施設廃止件数のうち、約２割で調査。
• 形質変更届出件数のうち、約１～２％に調査命令。
• 自主調査による申請件数の全体に占める割合は約5割。

H28 累計※

1,204 14,028
調査結果報告件数 284 3,234
一時的免除件数 650 9,902

10,946 73,335
調査命令件数 118 1,118
調査結果報告件数 119 1,121

0 7
同上の調査結果報告件数 0 6

0 0
法第14条 428 2,117
処理業省令第13条　調査結果報告件数 0 2

831 6,480
※　累計は旧法による調査結果も含む

申請件数（調査結果報告件数）

調査結果報告件数合計

法第３条

有害物質使用特定施設の廃止件数

法第４条

形質変更届出件数

法第５条

調査命令発出件数

都道府県知事自らが調査を行う旨の公告

（出典）中央環境審議会 土壌農薬部会（第35回） 平成30年6月5日 参考資料10 平成28年度
土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例等に関する調査結果 より



2．土壌汚染状況調査の概要：調査実施件数：How many

14（出典）土壌環境センター ホームページ 実態調査結果 より

土壌汚染状況調査・対策に関する実態調査結果
目的 ：本調査は、一般社団法人土壌環境センター会員企業が受注した土壌汚染状況調査・対策工事の実態を

統計資料として取りまとめ、土壌汚染対策事業の水位を把握すること等を目的とする。
調査対象：一般社団法人 土壌環境センター 会員企業107社
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調査対象地の土壌汚染のおそれの把握
（地歴調査）

調査義務・調査命令

試料採取等を行う区画の選定

試料採取等

土壌汚染状況調査結果の報告

情報の入手・把握

試料採取等対象物質の種類の特定

土壌汚染のおそれの区分の分類

調査対象地の土壌汚染の
おそれの把握、試料採取
等を行う区画の選定、試
料採取等は省略可能。こ
の場合、試料採取等対象
物質について、第二溶出
量基準及び土壌含有量基
準に不適合な状態とみな
す。

（出典）土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第２版）p.80より



2．土壌汚染状況調査の概要:調査の方法:How to

16（出典）土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第２版）p.159より（表を一部変更）

※土壌ガス調査で“検出された場合”の検出とは
ベンゼンは0.05 volppm以上、その他の第一種特定有害物質は0.1 volppm以上
のことをいう。



2．土壌汚染状況調査の概要:調査の方法:How to

17（出典）土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第２版）p.159より（表を一部変更）

地歴調査
調査対象地で使用していた有害物質の種類、位置、深さ等を把握

試料採取等対象物質の種類を特定

第一種特定有害物質（VOC）の使用履歴あり

試料採取等を行う位置を選定
調査対象地を汚染のおそれに応じて３種類に区分し、それぞれの区分に応じた頻度で試料採取等を行う。（汚染のおそれが
比較的多い土地は10m×10mごと。汚染のおそれが少ない土地は30m×30mごと。汚染のおそれがない土地は試料採取等を
行わない。）

土壌ガス調査

土壌溶出量調査
原則10mまでのボーリング調査

調査終了
区域指定

措置の実施、土地の形質の変更の規制、
搬出の規制等

有害物質検出 有害物質不検出

基準不適合

基準適合



2．土壌汚染状況調査の概要:調査の方法:How to
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第一種特定有害物質の場合（土壌ガス調査）

図 土壌ガスの試料採取方法のイメージ（捕集バッグ法の場合）

0.8～1.0m

【保護管】
上部50cm以上は無孔
管。
底面または下部側面
に開口部。

【採取管】
分析結果に影響を与えず、
腐食されにくい材質。保
護管の延長でも可。

試料採取の手順

【気密容器】

ポンプ

【導管】
分析結果に影響を与えず、
腐食されにくい材質。採
取管の延長でも可。

【捕集バッグ】
内容量1～3L
の合成樹脂フィ
ルム製のバッグ。

① 削孔して、孔内に保護管を
挿入し、保護管の上部をゴ
ム栓等で密栓したのち、30
分以上放置する。

② 保護管上部の密栓を開封
後、速やかに採取管を挿入
し、保護管の開口部付近か
ら土壌ガスを採取できるよう
に採取管を設置する。

③ 吸引ポンプ等により採取管の
容量の約３倍の土壌ガスを
吸引した後、導管に接続す
る。

④ 各種容器に土壌ガスを採取
する。

※雨天及び地上に水たまりがある状態の場
合には行わない。

※土壌ガスの採取が困難な場合、地下水を
採取する（規則第6条第2項）



2．土壌汚染状況調査の概要:調査の方法:How to
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第一種特定有害物質の場合(深さ10 mまでの土壌溶出量調査)
0 m

11 m

10 m

9 m

8 m

7 m

6 m

5 m

4 m

3 m

2 m

1 m

0 m

11 m

10 m

9 m

8 m

7 m

6 m

5 m

4 m

3 m

2 m

1 m

帯水層の
底面の土壌

難透水性の地層の
厚さ確認のための
掘削
(試料採取なし）

（a)    　            (b)         　 　　     　 　 (c)        　    (d)    　            (e)

表層の土壌
50cmの土壌
1mの土壌

2mの土壌
　　・

　　・
　
　　・
　
　　・

10mの土壌

10m

50cm

（ａ）　汚染のおそれが生じた場所の位置が地表と同じ又は明らかでない場合の試料採取例
（ｂ）　（ａ）の場合で地表面が舗装されているときの試料採取例
（ｃ）　汚染のおそれが生じた場所の位置が 地表より深い場合の試料採取例
（ｄ）　汚染のおそれが生じた場所の位置が複数ある場合の試料採取例 
（ｅ）　帯水層の底面が深さ10ｍ以内にある場合の試料採取例

50cm

採取する土壌

凡例

難透水性の地層舗装・砕石

汚染のおそれが生じた場所の位置

（出典）土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第２版）p.173より

【採取した土壌の取り扱い】
採取した土壌は密封できる
ガラス製容器又は測定の
対象とする物質が吸着しな
い容器に空げきが残らない
ように収める。試験は土壌
採取後直ちに行う。試験を
直ちに行えない場合には、
4℃以下の冷暗所に保存
し、できるだけ速やかに試験
を行う。ただし、1,3-ジクロ
ロプロペンに係る土壌にあっ
ては、凍結保存するものと
する。
(出典：平成3年8月環境庁告
示第46号より)



本日の発表内容
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１．土壌汚染対策法の概要

２．土壌汚染状況調査の概要

３．土壌汚染状況調査等における標準物質の役割



3．土壌汚染状況調査等における標準物質の役割
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土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防止に関する措置を定めること等により、土壌汚染対策の実
施を図り、もって国民の健康を保護する。

目 的

区域の指定等

・①②の区域内の土壌の搬出の規制（事前届出、計画の変更命令、運搬基準に違反した場合の措置命令）
・汚染土壌に係る管理票の交付及び保存の義務 ・汚染土壌の処理業の許可制度 処理基準の順守 違反への改善命令

汚染土壌の搬出等に関する規制

・有害物質使用特定施設の使用の廃止時（第３条）（操業を続ける場合、調査を猶予）
・一定規模（3,000㎡）以上の土地の形質の変更の届出の際に、

土壌汚染のおそれがあると都道府県知事が認めるとき（第４条）
・土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事が認めるとき（第５条）

自主調査において土壌汚染
が判明した場合において土地
所有者等が都道府県知事に
区域の指定を申請（第１４条）

調 査

土地所有者等（所有者、管理者又は占有者）が指定調査機関に調査を行わせ、その結果を都道府県知事に報告

汚染の摂取経路があり、健康被害が生ずるおそれが
あるため、汚染の除去等の措置が必要な区域
→汚染の除去等の措置を都道府県知事が指示

（第７条）
→土地の形質の変更の原則禁止

（第９条）

汚染の摂取経路がなく、健康被害が生ずるおそれ
がないため、汚染の除去等の措置が不要な区域
（摂取経路の遮断が行われた区域を含む。）

→土地の形質の変更時に都道府県知事
に計画の届出が必要（第１２条）

①要措置区域（第６条）

摂取経路の遮
断が行われた
場合

汚染の除去が行われた場合には、指定を解除

【 土 壌 の 汚 染 状 態 が 指 定 基 準 に 適 合 し な い 場 合 】

②形質変更時要届出区域（第１１条）

その他

・指定調査機関の信頼性の向上（指定の更新、技術管理者の設置等）

（出典）平成29年度 改正
土壌汚染対策法説明会資
料（環境省 水･大気環境
局 土壌環境課）に付記

“土壌溶出量基準不適合”
“土壌含有量基準不適合”

汚染ありの土地となる

解除の条件に
“地下水が基準適合”

が必要となる場合がある



土壌汚染状況調査等における標準物質が必要なケース
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１．土壌ガス調査
平成15年3月環境省告示第16号（最終改正平成30年1月環境省告示10号）

土壌ガス調査に係る採取及び測定の方法を定める件

２．土壌溶出量調査
平成15年3月環境省告示第18号（最終改正平成30年1月環境省告示12号）

土壌溶出量調査に係る測定方法を定める件

３．土壌含有量調査
平成15年3月環境省告示第1９号（最終改正平成30年1月環境省告示13号）

土壌含有量調査に係る測定方法を定める件

４．地下水調査
平成15年3月環境省告示第17号（最終改正平成30年1月環境省告示11号）

地下水に含まれる調査対象物質の量の測定方法を定める件

調査等で標準物質が必要なケース



土壌汚染状況調査等における標準物質を用いた操作（１）
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土壌ガス調査に定められている標準物質(1) 【告示16号 第２ ５．（１）】

1 mg/mL混合標準液原液 アンプル瓶
（1.2 mL入っている）
【2.（1）に該当】

② 1 mL採取・添加

③ 20 mL標線まで
メタノールを加える

① 10 mL程度
メタノールを入れる

20 mL 全量フラスコ ④ フラスコを軽く転倒攪拌
50 μg/mL混合標準液

【2.（2）に該当】

1 L容 検量線用ガス瓶

注入

標準ガスＡ

標準ガスＢ

標準ガスＣ

⑨ 標準ガスＡを上回る2水準以上の濃度の
標準ガスＢ、Ｃを手順⑥、⑦を行い調整する
例） Ｂ：⑥での採取量が25 μL （Ａの5倍）

Ｃ：⑥での採取量が250 μL (Ａの50倍）

⑨ 標準ガスＡから一定量（0.2～1 mL）の
ガスをガスタイトシリンジで分取する

⑪ 標準ガスＡ、Ｂ、Ｃの濃度とガスクロの高さ又は
面積値をプロットし、検量線を作成する

⑩ ガスクロマトグラフにて、
標準ガスＡ、Ｂ、Ｃを測定する

Ｐ

ＰＩ

⑤ 脱気して、1 kPa（7.5 mmHg）以下に
減圧する【上図でPIは圧力計、Pはポンプ】

⑥ 5μL をマイクロシリンジで採取
（ベンゼンの場合は3 μL ）

⑦ 弁を開放し、大気圧に戻し
弁を閉じる写真1

写真4

写真1 写真2

写真2

写真3

標
準
ガ
ス
Ｃ

標
準
ガ
ス
Ｂ

標
準
ガ
ス
Ａ

ガ
ス
ク
ロ
ピ
ー
ク

面
積
値
又
は
高
さ

検量線

写真1

写真3

写真4

Ⅰ

Ⅰ
Ⅱ

Ⅱ

⑧ 標準ガスＡ

注入した際に、メタ
ノール液は気化する。

※混合標準液の原液より検量線用混合標準ガスを作製する場合の例を下図に示す。 採取した土壌はガスは基本、現場で測定



土壌汚染状況調査等における標準物質を用いた操作（２）
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土壌ガス調査に定められている標準物質(2) 【告示16号 第２ ５．（３）】

① 捕集バックから一定量（0.2～1 mL）の
ガスをガスタイトシリンジで分取する

混合標準ガスが入った捕集バック

※「国又は公的検査機関が濃度を保証するガス二次標準を使用して濃度を確認し混合標準ガスを使用できる」とされている。標準ガスを使
用した場合の例を下図に示す。

⑪ 標準ガスＡ、Ｂ、Ｃの濃度とガスクロの高さ又は
面積値をプロットし、検量線を作成する

⑩ ガスクロマトグラフにて、
3水準標準ガスを各々測定する

標
準
ガ
ス
Ｃ

標
準
ガ
ス
Ｂ

標
準
ガ
ス
Ａ

ガ
ス
ク
ロ
ピ
ー
ク

面
積
値
又
は
高
さ

検量線

試料採取等対象物質が吸着、
透過又は変質しを生じず、漏
れがない容器
例：捕集バック法で使用されるも
の

PI

混合標準ガス
（濃度が3水準のものを準備する場合）

PI
① ポンプをつないで容器の中を

脱気する

② 脱気した容器を混合標準
ガスボンベに取り付ける

PI

③ バルブを開け、脱気した容器に混合
標準ガスを入れる。

×3本（3水準の濃度）

採取した土壌はガスは基本、現場で測定



土壌ガス調査に係る採取および測定の方法を定める件（H30年1月告示改正内容）
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【改正事項】
（１）試薬関係（第２測定方法２．試薬関係）
・混合標準液の原液、混合標準液、混合標準ガス

（２）分析装置（第２測定方法３．器具及び分析装置関係）
・加熱脱着装置の関係

（３）測定機器への導入量等の操作（第２測定方法４．操作関係）
・加熱脱着装置の関係

改正前 改正後
２．試薬
（1）混合標準液の原液
すべての試料採取等対象物質を１mg/ml含む混

合標準液の原液（ただし、試料採取等対象物質にク
ロロエチレンを含む場合には、当分の間、クロロエチレン
以外のすべての試料採取等対象物質を１mg/ml含
む混合標準液の原液及びクロロエチレンを１mg/ml
又は２mg/ml含む標準液の原液とすることができ
る。）。アンプルは冷暗所で保管する。

２．試薬
（1）混合標準液の原液
すべての試料採取等対象物質を１mg/ml含む混

合標準液の原液（注７）。アンプルは冷暗所で保管
する。

これに代えて、国又は公的検査機関が濃度を保証す
るガス二次標準を使用して濃度を確認した混合標準ガ
スを使用することができる。

これに代えて、計量法（平成４年法律第51号）第
136条若しくは同法第144条の規定に基づく証明書
又はこれらに相当する証明書が添付された 混合標準
ガス（ただし、当該混合標準ガスが市販されていない
場合には、当分の間、製造事業者が濃度を保証する
ガスとすることができる。）を使用することができる。



土壌ガス調査における標準物質の現状
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・混合標準液の原液
→市販されている（トランス-1,2-ジクロロエチレンも入った混合標準液の
原液も発売される予定）。

・旧告示では「国又は公的検査機関が濃度を保証するガス二次標準」
→改正により、
「計量法（平成４年法律第51号）第136条若しくは同法第144条の
規定に基づく証明書又はこれらに相当する証明書が添付された 混合標
準ガス」となった。
※ただし、当該混合標準ガスが市販されていない場合には、当分の間、製
造事業者が濃度を保証するガスとすることができる。と記載あり。
→クロロエチレンを含まない混合ガス二次標準はCERIにて作成済み。

➢2種類の標準を用いて量線を作成することが認められているが、ハンドリ
ング及び現場分析準備時間の観点から混合標準ガスの使用が望まれ
ている。



土壌ガス調査における計量法との関係
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➢土壌ガス調査は
・スクリーニング的な意味合い
・現場で迅速な判断が必要
という調査の性状を持つため、計量証明機関による実施が必ず求められるわけではない。

➢土壌ガス調査で混合標準ガスについて計量法（平成４年法律第51号）第136条若し
くは同法第144条の規定に基づく証明書又はこれらに相当する証明書が添付された 混合
標準ガスとなった。

計量法施行令第28条の解釈について
計量法第107条の計量証明事業の対象は、以下の3つの要件を満たしていることを要する。
①証明であること。
②関係法令、JIS等に基づく適切な分析方法であること。
③分析結果が法定計量単位により報告されること。

(出典）計量法関係法令の解釈運用等について 平成30年4月 経済産業省 計量行政室

平成5年11月に施行された改正計量法に則り、標準物質はトレーサビリ
ティ制度に準ずる必要がある

しかし



4．おわりに

28

土壌汚染状況調査の結果次第で汚染の土地か否かが判
断される。場合によっては資産の価値を左右しうるため、調査
は厳格に行われる必要がある。

土壌汚染の基準値は小さい値である。

したがって、分析に精度が求められる。

つまり、標準物質の“精度”も確保されていること
が重要である。
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